
 中小企業高度化資金貸付規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成30年３月30日 

岩手県知事 達 増 拓 也  

岩手県規則第30号 

   中小企業高度化資金貸付規則の一部を改正する規則 

中小企業高度化資金貸付規則（昭和51年岩手県規則第74号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （保証人） 

第６条 借主は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に掲

げる者を保証人として立てなければならない。ただし、市町

村が借主である場合又は借主を支援する市町村が県と貸付金

の貸付けに係る損失補償契約を結ぶ場合は、この限りでない

。 

 （保証人） 

第６条 借主は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に掲

げる者を保証人として立てなければならない。ただし、市町

村が借主である場合、借主を支援する市町村が県と貸付金の

貸付けに係る損失補償契約を結ぶ場合又は出資の受入れ、預

り金及び金利等の取締りに関する法律（昭和29年法律第195

号）第３条に規定する金融機関が貸付金の貸付けに係る債務

の保証をすることにより債権の保全上支障がないと知事が認

める場合は、この限りでない。 

(１)～(７) ［略］ (１)～(７) ［略］ 

(８) 個人である借主にあっては、知事が適当と認める者３

人以上 

(８) 個人である借主にあっては、知事が適当と認める者２

人以上 

２～４ ［略］ ２～４ ［略］ 

 （事業計画の認定等）  （事業計画の認定等） 

第８条 貸付金の貸付けを受けようとする者は、中小企業高度

化事業に着手する前に、別に定める様式による中小企業高度

化事業計画認定申請書に次に掲げる書類を添えて知事に提出

し、認定を受けなければならない。 

第８条 貸付金の貸付けを受けようとする者は、中小企業高度

化事業に着手する前に、別に定める様式による中小企業高度

化事業計画認定申請書に次に掲げる書類を添えて知事に提出

し、認定を受けなければならない。 

 (１)～(４) ［略］  (１)～(４) ［略］ 

 (５) 中心市街地の活性化に関する法律（平成10年法律第92

号）第７条第７項に規定する中小小売商業高度化事業、同

条第８項に規定する特定商業施設等整備事業又は同条第11

項に規定する特定事業に係る同法第49条第１項に規定する

認定特定民間中心市街地活性化事業計画又は同法第51条第

１項に規定する認定特定民間中心市街地経済活力向上事業

計画に基づき事業を実施する者にあっては、その事実を証

する書類 

 (５) 中心市街地の活性化に関する法律（平成10年法律第92

号）第７条第７項に規定する中小小売商業高度化事業、同

条第８項に規定する特定商業施設等整備事業又は同条第10

項に規定する特定事業に係る同法第49条第１項に規定する

認定特定民間中心市街地活性化事業計画又は同法第51条第

１項に規定する認定特定民間中心市街地経済活力向上事業

計画に基づき事業を実施する者にあっては、その事実を証

する書類 

 (６)～(９) ［略］  (６)～(９) ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

別表第１（第４条関係） 別表第１（第４条関係） 

 貸付対象事業 貸付金の

額 
貸付利率 

  貸付対象事業 貸付金の

額 
貸付利率 

 

 名 称 内 容   名 称 内 容  

 １ 経営革新計画承認グ  ［略］  年 0.5 パ   １ 経営革新計画承認グ  ［略］  年0.45パ  



 ループ事業   ーセント   ループ事業   ーセント  

  ［略］       ［略］     

 ３ 下請振興事業計画承

認グループ事業 

 ［略］  年 0.5 パ

ーセント 

  ３ 下請振興事業計画承

認グループ事業 

 ［略］  年0.45パ

ーセント 

 

 ４ 総合効率化計画認定

グループ事業 

 ［略］  年 0.5 パ

ーセント 

  ４ 総合効率化計画認定

グループ事業 

 ［略］  年0.45パ

ーセント 

 

 ５ 施設集約化事業  ［略］  年 0.5 パ

ーセント 

  ５ 施設集約化事業  ［略］  年0.45パ

ーセント 

 

 ６ 共同施設事業  ［略］  年 0.5 パ

ーセント 

  ６ 共同施設事業  ［略］  年0.45パ

ーセント 

 

 ７ 設備リース事業  ［略］  年 0.5 パ

ーセント 

  ７ 設備リース事業  ［略］  年0.45パ

ーセント 

 

 ８ 企業合同事業  ［略］  年 0.5 パ

ーセント 

  ８ 企業合同事業  ［略］  年0.45パ

ーセント 

 

 ９ 集団化事業  ［略］  年 0.5 パ

ーセント 

  ９ 集団化事業  ［略］  年0.45パ

ーセント 

 

 10 集積区域整備事業  ［略］  年 0.5 パ

ーセント 

  10 集積区域整備事業  ［略］  年0.45パ

ーセント 

 

  ［略］       ［略］     

 13 地域産業創造基盤整

備活性化事業 

 ［略］  年 0.5 パ

ーセント 

  13 地域産業創造基盤整

備活性化事業 

 ［略］  年0.45パ

ーセント 

 

 14 商店街整備等活性化

支援事業 

 ［略］  年 0.5 パ

ーセント 

  14 商店街整備等活性化

支援事業 

 ［略］  年0.45パ

ーセント 

 

別表第２（第４条関係） 別表第２（第４条関係） 

 貸付けの種類 貸付金の

額 
貸付利率 

  貸付けの種類 貸付金の

額 
貸付利率 

 

 名 称 要 件   名 称 要 件  

 １ 小規模事業者貸付け  ［略］  年 0.5 パ

ーセント 

  １ 小規模事業者貸付け  ［略］  年0.45パ

ーセント 

 

 ２ 広域貸付け  ［略］  年 0.5 パ

ーセント 

  ２ 広域貸付け  ［略］  年0.45パ

ーセント 

 

 ３ 施設再整備貸付け  ［略］  年 0.5 パ

ーセント 

  ３ 施設再整備貸付け  ［略］  年0.45パ

ーセント 

 

  ［略］       ［略］     

別表第３（第４条関係） 別表第３（第４条関係） 

 要 件   要 件  

  ［略］    ［略］  

 10 別表第１の６の項又は９の項に掲げる事業のうち、

中心市街地の活性化に関する法律第７条第８項に規定

する特定商業施設等整備事業又は同条第11項に規定す

る特定事業に係る同法第49条第１項に規定する認定特 

  10 別表第１の６の項又は９の項に掲げる事業のうち、

中心市街地の活性化に関する法律第７条第８項に規定

する特定商業施設等整備事業又は同条第10項に規定す

る特定事業に係る同法第49条第１項に規定する認定特 

 



 定民間中心市街地活性化事業計画又は同法第51条第１

項に規定する認定特定民間中心市街地経済活力向上事

業計画に基づき実施する事業に係る資金の貸付け 

  定民間中心市街地活性化事業計画又は同法第51条第１

項に規定する認定特定民間中心市街地経済活力向上事

業計画に基づき実施する事業に係る資金の貸付け 

 

  ［略］    ［略］  

  

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の中小企業高度化資金貸付規則の規定により貸し付けられている資金について

は、なお従前の例による。 

 


		2018-03-29T16:11:12+0900
	Iwate prefecture




